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はじめに

今日の安全保障環境において, 敵の物理的な軍事力だけではなく, 心

理的な領域を攻略することがあらためて注目を集めている
(１)

｡ 情報戦や認
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心理戦そのものは, 長い歴史を持つ戦闘の手段・方法である｡ ���"�
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知戦として認識されるその種の軍事作戦の一環として, 特に人々の心理

を対象とする心理戦においては, 攻撃にあたらない戦闘の手段・方法が

活用されるとともに, 戦闘員だけではなく, 文民までもがその対象とさ

れてきた
(２)

｡ 例えば, 第二次世界大戦で日本は前線の兵士向けのプロパガ

ンダ放送を行うだけでなく, 銃後の人々を目標に, その厭戦気分を高め

るためのプロパガンダ放送を行っていた
(３)

｡ さらに, 第二次世界大戦にお

いて大々的に行われた戦略爆撃のほとんどは, 文民の戦争継続や支援の

意思を挫くことがその主要な目的の一つであった
(４)

｡ 近年でも, ����年の

ロシア・ウクライナ戦争に先立つドンバス戦争において, 従来のビラや

スピーカーによる心理戦に代えて携帯電話にメッセージを送る形式の心

理戦がロシアによって行われているが, その対象は兵士だけでなく, 兵

士の家族にも向けられていた
(５)

｡
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��<;頁参照｡ ほかにも, 文民向けの心理戦としては占領統治を容易にする
ことを目的とした活動も行われていた｡ 同上, �5<����頁参照｡
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武力紛争において, 交戦者のとりうる戦闘の手段・方法は無制限では

なく, 武力紛争法による規律に服さなければならない
(６)

｡ このことは, 武

力紛争の文脈において行われる心理戦においても同様である
(７)

｡ 武力紛争

法の観点からすると, 文民を対象とする心理戦が広く行われていること

は, 武力紛争法の基本原則である区別原則との関連で問題を生じさせて

いる｡

武力紛争法は区別原則の下で文民を軍事行動の対象としてはならない

としており, 例えば第一追加議定書��条はこのことを明確に規定してい

る｡ ここでいう軍事行動とは, 暴力行為である攻撃を含む, 武力紛争に

おける軍事的な活動一般を指す概念であり, この第一追加議定書の規定

は, 武力紛争の文脈において, 交戦者が文民を目標としたいかなる活動

も行ってはならないことを規定しているとも解することができよう｡

しかし, 区別原則のそうした解釈は, 実際の武力紛争において文民を

対象とする心理戦が行われているという広範な国家実行と合致していな

い｡ このことは, 心理戦が軍事行動に該当しない, または一定の軍事行

動について文民を対象として行うことができる可能性を示している｡

伝統的に, 武力紛争法は武力紛争の物理的な影響に主たる関心があっ
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た
(８)

｡ そのため, 非物理的な存在である士気などを目標とする心理戦につ

いては, これを規律する武力紛争法の包括的な枠組みが存在していない
(９)

｡

このことを背景に, 本稿は武力紛争法上の心理戦の位置づけを明らかに

するとともに, その規律を明らかにする｡ そのため, 心理戦の概念を整

理した上で, 心理戦の法的性質を敵対行為と関連する武力紛争法上の概

念である攻撃または軍事行動, もしくはそれ以外のいずれであるか明ら

かにするための検討をおこなう｡ そして, 心理戦に適用される, 攻撃な

どの敵対行為に一般的に適用される以外の武力紛争法規則を確認するこ

とで, 心理戦が武力紛争法によってどのように規律されるのかを確認し

たい｡

また, 心理戦については, 国家やその軍隊だけではなく様々な主体に

よっても行われており, 個々の文民によって遂行されることも多い
(��)

｡ そ

こで, 心理戦に従事する文民の保護について, 敵対行為への直接参加の

観点から検討を加える｡ これらの武力紛争法体系の中における心理戦の

法的地位と規律を明らかにする検討を通して, 物理的側面に傾倒しがち

な武力紛争法の枠組みにおける無体物の保護について, その一端を明ら

かにしたい｡

Ⅰ. 心理戦の概要

１. 用語の定義

一般に心理戦と呼ばれる, 敵対する相手の心理に影響を与えて自己に
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有利なよう働きかける行為は, これまで様々な名称で呼ばれてきただけ

ではなく, 武力紛争以外にも様々な文脈の行為を指して述べられてきた
(��)

｡

このことは, 心理戦の主要な手段の一つであり, 宣伝とも訳されるプロ

パガンダについても同様である｡ 検討を進める前に, 心理戦とその手段

であるプロパガンダについて, その概念をあらためて把握しておく必要

があるだろう｡

米軍において, 心理戦 (������	�
���	��
�������������
(��)

) は,

｢外国の聴衆に特定の情報や指針を伝え, その感情や動機, 客観的推論

に影響を及ぼし, 最終的には, 外国の政府や機関, 集団, 個人の行動に

も影響を与えるために計画的な活動｡｣ であると定義され, ｢外国の態度

や行動を発信者の目標に都合の良いように誘導し, 強化することが心理

戦の目標である｡｣ とされてきた
(��)

｡ また, その心理戦に用いられるプロ

パガンダについては, ｢直接的または間接的に, スポンサーの利益とな

るように, あらゆる集団の意見や感情, 態度, 行動にも影響を与えるよ

う設計された, 国家目標を支援するための全ての形態のコミュニケーショ
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ン｡ …｣ であると定義されていた
(��)

｡ ほかにも, プロパガンダとは, ｢故

意に誤った, または誤解される情報を敵や潜在的な敵に向けることで,

情報・政治・軍事・経済といった国力を妨害し, また影響を与える｣ こ

とであるとも述べられている
(��)

｡

そして, ����の場合に心理戦とは, ｢認知や態度, 行動に影響を与

えることで政治的・軍事的目標を達成するようにするための, 認められ

た対象に向けられたコミュニケーションの手段その他の方法を用いて行

われる計画的な活動｣ と定義される
(�	)

｡ そして, プロパガンダについては,

｢政治的主張や見解を促進するために用いられる, 特に偏向されたまた

は誤解させる性質の情報｣ と定義されている
(�
)

｡

２. 心理戦の目的

心理戦の様々な定義が示すように, 心理戦とは対象の心理に働きかけ,

その振る舞いを変えさせることで自らの目標を達成する戦争の手段・方

法である
(��)

｡ 武力紛争の文脈における心理戦の最終的な目標は, 敵の抵抗

の意思を弱め, 味方への支持を獲得し, 敵対行為の犠牲者を減らすこと

である
(��)

｡
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そのための心理戦は, 武力紛争の様々な階層や文脈において戦われる
(��)

｡

戦略階層での心理戦では国家としての目標を達成するために心理戦が用

いられるのに対して, 作戦階層では一定の戦域における軍事作戦を成功

させるために心理戦が用いられる｡ そして, 戦術階層では個々の戦場で

の目標達成のために心理戦が用いられる
(��)

｡ 当然, それぞれの階層によっ

てその目標は異なり, 用いられる心理戦の手段・方法も異なっている｡

例えば, 朝鮮戦争において, 戦術階層での心理戦では大音量のスピーカー

などがその手段として用いられた一方で, 戦略階層でのプロパガンダで

は新聞の発行やラジオ放送などが行われた
(��)

｡

こうした心理戦の階層を反映して, 心理戦の最終的な目標を達成する

ために, より具体的なテーマが設定されてきた
(��)

｡ こうした心理戦の具体
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的な目標について, アメリカの心理戦に関する野戦教範�������では,

より一般的な目標として, 敵の抵抗の意思を弱めることや, 敵の文民た

る住民を動揺させること, 敵の部隊の脱走や降伏を促すこと, 文民によ

る軍事行動への干渉を減少させること, 敵の指導者への信頼を損なうこ

と, 最終目標の到達に必要なインフラへの被害を抑えること, 占領地域

で自国部隊が受け入れられるようにすること, 中立国や近隣諸国による

干渉を抑止すること, プロパガンダに対抗することなどが挙げられてい

る
(��)

｡ また, ロシアにおいては, 敵の意思決定に対する動揺や大量の矛盾

する情報による意思決定への過負荷, 弱点が重大な脅威にさらされてい

ると認識させることによる麻痺, 敵に無駄なことをさせることによる消

耗, 敵に無駄な行動を強いるための欺瞞, 利益を共有する者同士の分断,

実際の攻勢ではないと見せかけ警戒を鎮めること, こちらが強大である

と見せかけることによる敵の行動の抑止, 敵に不利な行動を強いる挑発,

敵に不利な情報の提供, 敵国民が自国政府を信頼できなくなるような圧

力をかけることなどが目指されている
(��)

｡

３. 心理戦の手段・方法

心理戦の目標を達成するために, 対象となる人々の求めることを満た

すことが重要である
(�	)

｡ また, 対象者に影響を与えるためには, そもそも

メッセージが伝達されなければならないことから, 様々な手段・方法が

とられてきた
(�
)

｡ また, プロパガンダの場合には文言にも様々な工夫が凝

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)

(��) ��
��������������������������
�
�������������	�
����

��������� ���������!��������������
�������	�

(��) �������"������#�$%&##��'#%��(�)�*�+�����(������������

,�(������-�
����	

�	������	�������������.�(��
�����(����)�


���/���0�

(�	) �����
�����������������������������
���#�����������岩
島 『前掲書』 (注��) �������頁も参照｡
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らされている
(��)

｡

心理戦の主たる手段となるのは情報であるが, その情報についても誤

解などに基づく誤情報 (������	
����	�), 意図的に作られた偽情報

(
�����	
����	�) そして特に攻撃の意図をもって作られた悪意ある情

報 (������	
����	�) など
(��)

, 様々な性質の情報が, その目的に応じて

用いられている｡

なお, プロパガンダは用いられる情報の真偽などによって, ホワイト・

グレー・ブラックの３つに区分される｡ ホワイトプロパガンダは, 公開

された特定可能な情報に基づいて行われるプロパガンダである一方で,

グレープロパガンダは情報源の特定されない情報に基づくプロパガンダ

である｡ そして, ブラックプロパガンダとは, 偽情報または悪意ある情

報が用いられるプロパガンダである
(��)

｡

心理戦においてメッセージを伝えるための手段・方法として, プロパ

ガンダの場合にはビラの散布やラジオ・テレビ放送のほか, 近年ではイ

ンターネットもメッセージの拡散のために活用されている
(��)

｡ さらに, プ
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(��) 長迫智子 ｢今日の世界における ｢ディスインフォメーション｣ の動向
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����	�6へ｣ (笹川平和財団, ����年) 参
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ロパガンダの拡散以外の心理戦の場合には, その手段・方法として, 航

空機の衝撃波や大音量の騒音をはじめとして, 通貨の偽造までが用いら

れてきた
(��)

｡ また, 心理戦の手段・方法は, 一般的には非暴力的なもので

あるが, 暴力が用いられる場合もある
(��)

｡

なお, 武力紛争における心理戦の多くは軍事作戦の目標達成を補完す

るために用いられている
(��)

｡ ただし, このことは心理戦の対象が軍隊に限

定されていることを意味しない｡ 現代の武力紛争は軍隊のみによって戦

われるわけではなく, また武力紛争の継続には国民の支持も不可欠であ

る｡ そのため, 軍隊の構成員や国家の指導者だけでなく, 文民たる住民

もまた, 心理戦の対象とされてきた
(��)

｡

Ⅱ. 武力紛争法の枠組みにおける心理戦の位置づけ

１. 攻撃を伴う心理戦

(１) 士気の軍事目標性

心理戦の手段・方法の中には, 例えば第二次世界大戦における ｢テロ

爆撃｣ (����	�
	�
�
�
(��)

) のような攻撃を伴う心理戦も含まれている
(��)

｡

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)

ション・ウォー：狙われる情報インフラ』 (東洋経済新報社, ����年) ���
��頁も参照｡

(��) ����
	��	�������
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(��) なお, 人々の心理に影響を与えるために, 違法な手段・方法が用いられ
る場合もありうるが, そうした手法を心理戦の手段ということはできない｡
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(��) ���	
	����������なお, 心理的な影響を与える活動は, 武力紛争以
外の状況においても広範に行われている｡ これらは, 軍事行動よりも政治
的・文化的な文脈において, 敵を貶め, 自国を優位にするために行われて
いる｡ この両者は, 区別されなければならない｡ �
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武力紛争法は攻撃を, ｢…攻勢としてであるか防御としてであるかを問

わず, 敵に対する暴力行為…
(��)

｣ として定義している｡ したがって, 攻撃

を伴う心理戦とはつまり, 暴力行為を伴う心理戦である｡ なお, 心理戦

そのものが暴力行為ではない場合であっても, 心理戦とそれによって生

じた損害の間に因果関係がある場合, 当該心理戦は攻撃に該当しうる
(��)

｡

この因果関係については, 発生した損害と心理戦との関連が乏しい場

合には攻撃とみなされない場合のあることが指摘されている
(��)

｡ 例えば,

心理戦の対象に他者への攻撃を促すことは実際の損害の発生と行為との

因果関係に隔たりがあるために攻撃には該当しない一方で, 心理戦の対

象に自ら損害を受けるような行動を促すことは, 損害と行為との因果が

近いことから攻撃に該当する
(��)

｡
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�0���0������ほかにも, 湾岸戦争においてイラクがイスラエルに対する
挑発を目的としてスカッドミサイルによる攻撃を行ったように, 敵の士気
喪失を目指す以外にも様々な目的のために攻撃を伴う心理戦は行われうる｡
江畑 『前掲書』 (注��) �����頁｡

(��) 第一追加議定書��条１項参照｡ 非国際的武力紛争についても, 第二追加
議定書��条２項が同じことを規定している｡
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(��) 2�$��!�*����������� �������0���0��もっとも, 他者への攻撃を
促す心理戦について, 例えば均衡原則の下では因果関係にかかわらず予見
される附随的損害が評価対象となることを考えると, 損害の発生が予見さ
れるような扇動行為は攻撃に該当する可能性があると言えるだろう｡ ���



そして, 心理戦によって生じる損害については, 損害の程度が単なる

不便や苛立ちを生じさせるにとどまる場合, 当該行為は攻撃に該当しな

いとされる
(��)

｡ 文民の精神への悪影響についても同様に, 問題の行為が深

刻な精神的被害をもたらす場合, 当該行為は攻撃に該当する一方で, そ

れが軽い悪影響のみを精神に及ぼす場合, 当該行為は攻撃に該当しない
(��)

｡

攻撃については, 区別原則の下で戦闘員や軍事目標に対する攻撃が認

められている一方, 文民や民用物への攻撃は禁止されている｡ そのため,

心理戦の手段・方法としてであっても, 文民たる住民や個々の文民を攻

撃の対象としてはならず, 文民の士気
(��)

を合法な軍事目標とすることもで

きない
(��)

｡

物の場合, 軍事目標とは, ｢その性質, 位置, 用途又は使用が軍事活

動に効果的に資する物であってその全面的又は部分的な破壊, 奪取又は
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無効化がその時点における状況において明確な軍事的利益をもたらすも

の｣ であると定義される
(��)

｡ 心理戦の場合, その破壊や奪取, 無効化が敵

の心理や士気にのみ影響を与える場合, 当該目標の破壊や奪取, 無効化

はその時点における状況において明確な軍事的利益をもたらさないとみ

なされており, その目標を合法な軍事目標とすることはできない
(��)

｡ 例え

ば, 政府のプロパガンダを妨害することは確かに戦争継続への支持を減

少させるかもしれないが, そうしたプロパガンダは ｢軍事活動に効果的

に資する物｣ と言えず, またその妨害が ｢その時点における状況におい

て明確な軍事的利益をもたらす｣ と言えないために, 軍事目標の要件を

満たすものではない
(��)

｡ 実際, 旧ユーゴスラビア紛争におけるセルビア国

営放送の本部ビルへの攻撃において, 旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所

(���	) の報告書は当該ビルへの攻撃がプロパガンダの阻止のみによっ

ては正当化されないとし, そのビルがセルビアの軍隊の指揮統制に貢献

していたことを攻撃が合法である理由としている
(�
)

｡

(２) 附随的損害としての精神的被害の評価

文民の士気に与える影響のみを軍事的利益とする攻撃が違法である一

方で, 合法な軍事目標への攻撃において, 士気に影響を与えることを意

図する攻撃を行うこと, つまり士気への影響を軍事的利益の一部に含め

ることは認められている｡ 他方で, こうした区別原則上合法な攻撃であっ

ても, 獲得の予見される軍事的利益に対して過度な附随的損害が予見さ

れた場合, 当該攻撃を行ってはならない｡

第一追加議定書の文言上, 附随的損害とは, ｢巻き添えによる文民の

中京法学��巻３・４号 (�
��年) ���(��)

(��) 第一追加議定書��条２項｡
(��) ������������������������������������ !����������"! #$"#
ほかにも, 目標が武力紛争法上違法な行為の拠点である場合, その目標を
攻撃しうることが主張されている｡ ���	!�����������! ����#��!��#
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死亡, 文民の傷害, 民用物の損傷又はこれらの複合した事態
(��)

｣ であるこ

とから, これらに該当しない単なる不便については附随的損害に該当せ

ず, 均衡原則の適用上の考慮対象とならないことが主張されている
(��)

｡

心理戦のような士気に影響を与える攻撃において, 特に問題となる附

随的損害は文民に生じる ｢精神的被害｣ (����	
�	��) であろう｡ 文

民に生じる精神的被害自体が文民の傷害の概念から除外されないことか

ら, 文民の精神的被害は附随的損害として, 均衡性評価における考慮対

象となる
(�
)

｡

もっとも, 附随的損害として文民に生じる精神的被害については, そ

の予見が困難であることもまた指摘されている｡ これは, 第一に文民の

精神への影響を事前に予測することが困難であるためであり, 第二に攻

撃の精神への影響のあらわれ方が物理的な被害の場合と比べてはるかに

多様であるためである｡ そのため, 実際の作戦においては精神的被害の

影響が考慮されていないことが指摘されている
(��)

｡

さらに, 攻撃の場合と同様に, 心理戦の附随的損害についても, 一定

の敷居に満たない精神的被害が均衡性評価の対象とならないことが主張

されている｡ 例えば, タリン・マニュアルにおいて, 深刻な病気や精神

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)
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� ��$�精神への影響だけではなく, そもそも心理戦においては
拡散された情報の影響を予見することが難しいことも指摘されている｡
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的被害の発生が傷害の概念に含まれることが述べられていることから,

均衡性評価に含まれる精神的被害には心的外傷後ストレス障害にあたる

程度の被害が必要であることが主張されている
(��)

｡ ほかにも, 精神的被害

と心理的な被害とは区別されるべきであり, 後者が均衡性評価から除外

されるべきことも主張されている
(��)

｡

２. 軍事行動を伴う心理戦

心理戦では, ビラの散布やラジオ放送といった攻撃にあてはまらない

手段・方法が多く用いられている
(��)

｡ 攻撃以外の敵対行為について, 武力

紛争法は ｢軍事行動｣ (�����	
��
�
	�����) にも区別原則が適用され

ることを規定している｡ 例えば, 第一追加議定書��条は, ｢…文民たる

住民と戦闘員とを, また, 民用物と軍事目標とを常に区別し, 及び軍事

目標のみを軍事行動の対象とする｣ (下線筆者) ことを規定し, ��条１

項は, ｢文民たる住民及び個々の文民は, 軍事行動から生ずる危険から

の一般的保護を受ける｡ …｣ (下線筆者) ことを規定している｡ さらに,

軍事行動の際にも文民たる住民や個々の文民, 民用物を区別するよう不

断の注意が払われなければならない
(��)

｡

中京法学��巻３・４号 (����年) ���(��)

(��) �������������������
�����
(��) ����
�	����	��	� ������	��������� 
��
�������������

�

��!�"�

(��) 航空機の衝撃波の利用なども, 非暴力的な心理戦の手段として認識され
ている｡ #�
	� $����������	
��
��������������	���
	���	���
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�,�他方で, 航空機の衝撃波の利用の合法性については,
疑いのあることも指摘されている｡ &%	���(���������������
	
	����

(��) 第一追加議定書��条１項参照｡ なお, ��条１項は公定訳では, ｢軍事行
動を行うに際しては, 文民たる住民, 個々の文民及び民用物に対する攻撃
を差し控えるよう不断の注意を払う｣ とされているが, ｢���%��������
�-�����	
��
�
	�����������	���	
��%	��'��	.�����
	
��%���!

*���	�
�
��	�������*���	��	����*���	��'/����｣ とあるように, 正文
において ｢攻撃｣ (	��	�.) の語は用いられていない｡



それでは, 心理戦は軍事行動の概念に含まれるのであろうか｡ これら

の規定における軍事行動への言及にも関わらず, 第一追加議定書では軍

事行動が明確には定義づけされていない｡ 第一追加議定書のコメンタリー

は, 軍事行動がその語の通常の意味として, 軍隊による敵対行為と関連

するすべての行動 (��������) や活動 (�	�) であるとし
(
�)

, 戦闘を目

的として軍隊の行う全ての行動や機動, その他の活動と理解されるべき

であるとしている
(
�)

｡ また, 第一追加議定書上の語の用法としては, 軍事

行動は文民の犠牲者を生じさせる恐れのある活動と関連づけられている

が, そうではない軍隊の活動についても, 軍事行動に該当するとされる
(
�)

｡

これらコメンタリーの文言は, 心理戦の位置づけを明確にするもので

はなく, また第一追加議定書��条の文言などから, この軍事行動の定義

に基づく場合, 文民やその士気を対象とする心理戦は行いえないように

も思われる｡ しかし, 敵対行為と関連しない軍事行動の場合, 文民たる

住民を対象としうることが指摘されており, その例として心理戦が挙げ

られている
(
�)

｡ 実際, 多くの武力紛争法マニュアルにおいても文民を対象

とする心理戦の遂行は合法とみなされている
(
�)

｡ 攻撃にあたらない心理戦

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)
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についても, 軍事行動として区別原則をはじめとする武力紛争法の規定

が適用されると言えるだろう
(��)

｡

したがって, 第一追加議定書��条の規定する軍事行動からの文民や民

用物の区別義務は, その文言にもかかわらず, 心理戦にも適用される原

理にあたる義務であると言える
(��)

｡ 他方で, 心理戦に関する武力紛争法上

の準則的な義務としては, 軍事活動である心理戦から生ずる危険から文

民をはじめとする武力紛争法上の保護対象を保護することや, そのため

に不断の注意を払うことが求められている
(��)

｡
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(����)�������関連して, 全ての心理戦が軍事行動にあたるとも言えな
いだろう｡ 例えば, 第一追加議定書のコメンタリーは, イデオロギー的・
政治的・宗教的な活動は軍事行動に該当しないとしている｡ ��	*
:�
�����	
������� ����6��そのため, 対象に心理的影響を与えること
が意図される交戦者の活動であっても, 平時から継続して行われているよ
うなパブリック・ディプロマシーやロシアのアクティブメジャーズなどと
いった戦略的な心理戦は, 武力紛争法上の軍事行動には該当しない可能性
がある｡ パブリック・ディプロマシーとアクティブメジャーズの違いにつ
いては, 以下を参照｡ 保坂三四郎 『諜報国家ロシア』 (中央公論新社, ����
年) 

����頁｡

(��) 原理と準則の違いについては以下を参照｡ ;�!9
 <�	�0=��.
*��

);����3�4�		��������
������
����(#� ,� *+	�,� ���&- ����
�
66)�

(��) 第一追加議定書��条１項, �6条１項参照｡ ������
8����		������
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Ⅲ. 武力紛争法による心理戦の規律

心理戦は攻撃に該当しない場合, 原則として軍事行動として行われる

こととなるため, 軍事行動に適用される武力紛争法規則によって規律さ

れる｡ そして, 軍事行動である心理戦については, 文民の危害を避ける

よう努めることを前提として, 合法に文民の士気を対象とすることがで

きる
(��)

｡

他方で, このことは, 心理戦に他の武力紛争法規則が適用されないこ

とまでを意味するものではない｡ むしろ, 攻撃や軍事行動に適用される

規則に基づく一般的な禁止に該当しない個々の心理戦の合法性は, 関連

する武力紛争法規則をあてはめた場合に合法であるかによって, つまり

ケースバイケースで判断される｡ そこで以下では, 心理戦との関連が問

題となりうる武力紛争法規則について, 心理戦の目標と手段・方法のそ

れぞれの観点から検討を行う｡

１. 心理戦の目標に関する規律

(１) 心理戦からの戦争犠牲者の保護

武力紛争における心理戦は, 攻撃を伴わない場合には軍事行動に位置

づけられる｡ 攻撃と異なり, 軍事行動に適用される明文の武力紛争法規

則は乏しいが, 適用される規則が存在しないわけではない｡ 少なくとも,

武力紛争法の基本原則である区別原則の適用は明確であろう
(��)

｡ したがっ

て, 悪意ある情報を用いるなどして, 武力紛争法の保護対象を害するこ

とを意図して, またはそのことが予見される心理戦を行うことは禁じら

れる
(��)

｡

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)

(��) ����	
����
������	�����������

(��) 第一追加議定書��条, ��条１項参照｡
(��) 国際法に反する行為を勧誘する心理戦が禁止されている一方で, 国家へ
の忠誠に関する国内法に反する行為を勧誘することは禁止されていない｡
����
������	��������
�������



具体的には, 心理戦によって文民の殺傷を促すことや
(��)

, 毒物のような

禁止された兵器の使用を唆すことは禁止されている
(��)

｡ ほかにも, 心理戦

による悪影響の懸念される対象としては, 文民の生存に不可欠な物や医

療, 救済活動などがありうる
(��)

｡ 武力紛争法上禁止される行為を勧誘する

ことの禁止は, 区別原則その他の具体的な禁止のほか, 武力紛争法の一

般的な遵守義務の観点からも説明される
(��)

｡

特に, 医療活動に悪影響をあたえる心理戦の禁止については, 武力紛

争法の複数の条約が医療機関の尊重や保護を規定しており
(��)

, さらに, そ

の保護については単なる攻撃の禁止に限定されず, その業務への干渉が

避けられなければならないことが述べられている
(�	)

｡ また, 医療機関の尊
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�これらの武力紛争
法に反する行為の勧誘については, 武力紛争法の違反として国家に責任を
生じさせるだけではなく, 国際刑事法の枠組みの下で, ｢…当該犯罪の実
行を命じ, 教唆し, 又は勧誘すること｣ ("��
�#�#��$�$�#��$��%�
#�&

��''$##$����#%�&���$'
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(��) 傷病者条約��条, 文民条約��条, 第一追加議定書��条参照｡
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重義務には積極的な保護を与える義務も含まれることから
(��)

, 医療機関に

悪影響を与える心理戦を差し控えるだけでなく, そうした悪影響を避け

るような働きかけが行われなければならない
(��)

｡ なお, 救済活動およびそ

の要員も尊重され, 保護されなければならないことから
(��)

, 同様の保護が

与えられるべきだろう
(��)

｡

(２) 対敵協力の勧誘

敵国の文民に自国に協力するように働きかけること, つまり対敵協力

の働きかけについても一定の制限がある｡ 敵に対して, 敵の軍隊の構成

員や装備品, 情報を引き渡すよう勧誘することは認められている一方で
(��)

,

敵の戦闘員の殺害に賞金を懸けることは禁止されている
(��)

｡ これは, 戦闘員

の殺害に対する賞金が, 助命の拒否を促進するためであるとされる
(��)

｡

また, 文民条約��条は, 占領地域の被保護者に対して, 敵の軍隊や補

助部隊に勤務するよう強制することに加えて, そのように唆す ｢宣伝｣

(	
�	�
����) を行うことを禁止している
(��)

｡ 敵国の軍隊や補助部隊へ

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)
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の勤務を強制することの禁止は, ハーグ陸戦規則��条にも規定されてい

ることであるが, 文民条約において強制に加えてプロパガンダまでもが

禁止されたことは, 敵の軍隊へ志願させるプロパガンダと圧迫の区別が

困難であるためであった
(��)

｡ したがって, 敵国民に対して, 自国の戦争継

続への抵抗活動を行うよう促すことは合法であるが
(��)

, 占領地域において

同様の勧誘を行うことは違法である｡

なお, 近年においてより柔軟な占領地域の概念が現れつつあることな

どを背景に
(��)

, 交戦者による抵抗活動や対敵協力の呼びかけは慎重である

必要があるだろう｡ 例えば, 今日では, 軍政の有無にかかわらず客観的

に占領軍が権力を行使する場合や, またきわめて限定的な場合ではある

が占領軍が一方的に占領地域から撤退した場合においても, 占領の存在

が認められうる
(��)

｡ さらに, 今日のプロパガンダの伝達手段の中には, イ

ンターネットのように地理的制約をほとんど受けないものが含まれてい

る｡ これらは, 交戦者による抵抗運動や対敵協力の呼びかけが, 交戦者

の認識や意図にかかわらず違法なプロパガンダとして機能する可能性を

生じさせている
(��)

｡
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(��) 新井京 ｢占領の定義について｣ 『同志社法学』 ��巻７号 (�	��年) ����

�	�参照｡
(��) こうした呼びかけにおいては, 個別のまたは集団としての抵抗活動や対
敵協力が, 特に敵の国家機関と連携する場合, それが軍隊または軍隊の補
助部隊への参加とみなされるか否かが特に問題となるであろう｡



２. 心理戦の手段・方法に関する規律

(１) 恐怖の利用

(�) 武力紛争法における規律

文民に対する心理戦の手段として, 文民たる住民を恐怖させるために

攻撃を用いることは禁止されている
(��)

｡ 具体的には, 第一追加議定書��条

２項が, ｢…文民たる住民の間に恐怖を広めることを主たる目的とする

暴力行為又は暴力による威嚇は, 禁止する｣ ことを規定しており, この

規定は赤十字国際委員会 (����) の 『慣習国際人道法
(��)

』 においても,

規則２において慣習法であることが述べられている
(�	)

｡

この禁止は恐怖を広めて抵抗の意思を挫くという軍事的利益がある場

合であっても, それ以外の軍事的利益が存在しない攻撃が違法であるこ

とを規定している
(��)

｡ その背景には, 文民攻撃禁止の規範が確立したこと

に加えて, 度重なるテロ爆撃の国家実行にも関わらず, この戦闘の手段・

方法が有効ではなかったことがある
(�
)

｡

もっとも, この禁止は文民に恐怖を広めることを目的とするすべての

心理戦を禁止しているわけではない｡ 第一に, 禁止されているのはあく

までも ｢…文民たる住民の間に恐怖を広めることを主たる目的とする…｣

ことであるため, 副次的に文民に恐怖を拡散させることや
(��)

, 意図せずし

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)

(��) なお, この禁止は集団としての文民たる住民を恐怖させることの禁止で
あり, 第一追加議定書��条２項は個々の文民を恐怖させることを主たる目
的とする行為を禁止していない｡ �
�����������������������
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て文民たる住民の間に恐怖が広まってしまうことは禁止されていない
(��)

｡

第二に, 恐怖の拡散が主たる目的である場合であっても, 禁止されて

いるのは ｢…暴力行為又は暴力による威嚇…｣ であり, したがって攻撃

にあてはまらない手段・方法が用いられることは禁止されていない
(��)

｡ こ

のことと関連して, 特にサイバー攻撃の文脈において, 敵対行為の結果

が物理的破壊を伴わない場合であれば, 恐怖の拡散を主たる目的とする

軍事行動を合法に行いうることも主張されている
(��)

｡

また, この禁止とも関連して, 文民に対して殺人や拷問などといった,

武力紛争法上違法な行為を行うとする脅迫は禁止されている
(��)

｡ 文民に対

する脅迫の禁止については, 個々の文民に対する脅迫だけではなく, 集

団としての文民たる住民に対して, 集団罰を科すとの脅迫を行うことも

禁止されている
(��)

｡
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�� &� 
�� ��( ���� 
��)������� ��'��*��( +�
*���
���!"#�

��	
���	 
	���	����	����� �������$�� �� ��� �	� �������

%��&��� (��%,�
(��+�
*���
�� &������	�#)�������'����	���
)�(����!�����
��������������������ただし, プロパガンダや心理
戦にこの禁止が適用される場合とは, 当該プロパガンダ等に攻撃の要素が
含まれている場合である｡ したがって, 病気の拡散や毒物の流出などの偽
情報によって, 文民たる住民の間に恐怖を広めることは禁止されない｡
)�(����!�����
���������������

(��) �
���� -�.��%
���/)�0
��(1������2)���
�3
�����$�0 ��

��,��4����3�5
	���	����	���������&������#�����6� ����-��

��#(�	��)�������例えば, 致死性の強い病気が広がっているという偽情
報を拡散することは, 拡散される情報自体に攻撃に該当する行為が含まれな
いためにこの禁止には該当しないとされる｡ .�%
����
������������
�##�

(��) 第一追加議定書��条参照｡ '������)�(����!�����
�����������
����



(�) 国際刑事裁判例

文民に恐怖を広めることを主たる目的とする攻撃は人類の歴史上広く

行われてきたが, この種の攻撃の禁止につながった第一次世界大戦や第

二次世界大戦におけるテロ爆撃はその典型的な例であると言えるだろう
(��)

｡

近年では, ����およびシエラレオネ特別法廷 (����) において, 文

民に恐怖を広めることを主たる目的とする攻撃の禁止に違反した者の刑

事責任が追及されている
(	

)

｡

����では, ��
��事件
(	
	)

において文民に恐怖を広めることを主たる目

的とする攻撃を行った者の刑事責任が追及されており
(	
�)

, そこでは, 当該

犯罪の構成要件が, ｢１. 文民たる住民それ自体又は敵対行為に直接参

加していない個々の文民に対する死亡や心身への深刻な障害を文民たる

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)

(��) 文民条約��条, 第一追加議定書��条参照｡
(��) ����������������������������� !���� ��" ��#����$�
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��� ��� (34! �� 5��$��.�#�
%��..��
�
)����6
�'6
��これらの��� 7裁判所での裁判にもかかわ
らず, 国際刑事裁判所規程では, 文民に恐怖を広めることを主たる目的と
する攻撃は犯罪化されていない｡ ������������1��7�� ��!��"���
���#�
$��� ���
���%�&���'����������
����������������
���

��� (��"8�����5��$��.�#�%��..��
	6)�������'����
(	
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���
���
&(������9&��"��#(��'��'��'�) ����
���"8��(�1�'

7�"8���

�)�
(	
�) ����では, ��
��事件のほかに:�
 ��$��事件 (	
���
���
&()����

�&���9&��"��#(��'��'��;	'�) ����
���"8��(	�1�7�"8���

�))
が文民に恐怖を広めることを主たる目的とする攻撃を命じた者を訴追して
いるほか, こうした攻撃への参加者を訴追する事件として, <�������事
件 (	
���
���
&(*�
������9&��"��#(��'��'�;	�'�) ����
���"8��
(�6:��7��
	,)) と:
����事件 (	
���
���
&()������9&��"��#
(��'
�'��'�) ����
���"8��(��= $�"8���
	�)) を挙げることがで
きる｡



住民に対して引き起こすような暴力行為であること, ２. 犯人が故意に

文民たる住民それ自体又は敵対行為に直接参加していない個々の文民を

そうした暴力行為の対象としたこと, ３. 以上の犯罪行為が文民たる住

民の間に恐怖を広めることを主たる目的として行われたこと
(���)

｣ であると

された
(���)

｡

���	�事件において
��
は, 構成要件の言う ｢暴力行為｣ に合法な

軍事目標への攻撃は含まれないとし
(���)

, その上訴審ではそこには無差別攻

撃も含まれるとした
(���)

｡ また, 故意性については, 恐怖を広めるという特

定の意図が必要であり, 単にその可能性を知っているだけでは不十分で

あるとされた
(���)

｡ なお, 文民たる住民の間に恐怖を広めることが攻撃の唯

一の目的である必要はなく, 主要な目標とされていれば十分であること

も確認されている
(���)

｡

この事件で
��
は問題となる恐怖を ｢極限の不安｣ (�����������)

と定義し
(���)

, 事件の上訴審は, この恐怖は合法な軍事活動の結果として武

力紛争時の文民に生じる不安とは関係しないとしている
(���)

｡ 実際の事件で

は, 攻囲下のサラエボの文民に対して, 恐怖を広めることを目的とした

狙撃や砲撃が, 文民で特に脆弱なものを対象として絶え間なく行われて

おり, 多数の死傷者が生じていた
(���)

｡ この攻撃のパターンはランダムで無
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(���) なお, 訴追にあたり実際に恐怖が引き起こされたか否かは問題とならず,
攻撃の存在とその意図が問題となる｡ �������	��
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差別的であり, 文民への心理的影響を最大化するよう計画されていた
(���)

｡

これらの攻撃を受け, 文民は学校を閉鎖して, 夜に活動するようになり,

バリケードを築くようになった
(���)

｡ 裁判所は最終的に, これらの攻撃の態

様から, 問題の作戦が文民を極限の不安におくことを主たる目的として

いると結論づけた
(���)

｡

����においても, 	�
�での判例を下に, �
���事件
(���)

や�����事件
(���)

,


����
事件
(���)

において文民に恐怖を広めることを主たる目的とする攻撃

が取り扱われている｡ これらの事件は�����事件と異なり, 故意の殺人

や性的暴行, 誘拐, 略奪などをも伴っていた
(���)

｡ 裁判では, 特に性的暴行

について個人的な満足のための行為から逸脱していることも犯罪の証拠

となることや
(���)

, 仮に明確な恐怖を広める意図が表明されていない場合で

あったとしても行為の態様の類似性から, その意図を推し量ることがで

きることが判示されている
(���)

｡

(�) 警告を行う義務との関連

第一追加議定書��条２項 (�) の求める事前警告は, 仮に警告によっ

て文民たる住民の間に恐怖が広がるとしても, 差し控えられてはならな

い
(���)

｡ こうした警告には, 文民に攻撃の影響範囲内から避難させるための

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)
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警告のほか, 攻囲などの場合において都市を明け渡させるための警告も

含まれる
(���)

｡ 文民たる住民の間に恐怖を広める攻撃を行うことの禁止と警

告の義務は, 前者が文民の士気を直接攻撃の対象としている点で区別原

則の問題であるのに対して, 後者は附随的損害を回避するための均衡原

則の問題である点で, 第一追加議定書��条２項と��条２項 (�) のそれ

ぞれが矛盾することを規定しているわけではない
(���)

｡ したがって, 文民た

る住民の間に恐怖を広めることの禁止は, 文民を避難させるための警告

によって生じる恐怖には適用されない
(���)

｡ ただし, 文民への警告の性質が

主観的に判断されることから, 文民を避難させるための警告であっても,

文民たる住民の間に恐怖を広めるための脅迫であるとみなされる可能性

はある
(���)

｡

(２) 嘘・偽情報の利用

第一追加議定書��条２項が規定しているように, 心理戦における ｢虚

偽の情報｣ (	
�
�
�����
��) の使用は, 合法な詭計の典型的な手段の

一つであるとされており, そのために偽情報を心理戦の手段として用い

ることもまた, 原則として合法である
(���)

｡
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(���) ���	������������������������攻撃に対する事前の警告が文民に
与える影響については, 以下も参照｡ 岩島 『前掲書』 (注��) �������頁参
照｡
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他方で, 偽情報の使用は, それが武力紛争法上の保護を悪用して, 敵

の殺傷や捕獲を目的とする背信行為にあたる場合には違法である
(���)

｡ また,

対象を殺傷または捕らえる意図の有無にかかわらず, 赤十字標章や国連

の標章などの保護標章, 中立国や敵国を問わず他国の標章を, 武力紛争

において使用することは禁じられている
(���)

｡ したがって, ブラックプロパ

ガンダなどにおいて, これらの標章を用いて情報の発信源を偽装するよ

うなことは禁止される｡

さらに, 偽情報を用いた心理戦は, 武力紛争法上の保護対象に悪影響

をもたらすために用いられる場合, 当然に違法となる｡ また, そうした

事態を避けるために, 偽情報の利用においては文民や民用物に危害が及

ばないよう不断の注意が払われなければならない
(���)

｡

(３) 個人情報の利用

プロパガンダの手段として事実を用いる場合であっても, 個人の尊厳

を損なうような情報を用いることは禁止される｡ 第一追加議定書��条は

すべての者に与えられる基本的な保障として, ｢個人の尊厳に対する侵

害｣ の禁止を規定している
(��	)

｡ この点から, 例えば個人の性的志向の暴露

などをプロパガンダで用いることは禁じられていると言えるだろう
(���)

｡

特に捕虜については, 捕虜が長らく心理戦のために用いられてきたと

心理戦の武力紛争法による規律 (保井)���(��)


��
�������	���
��
�
������
��
���������

(���) 第一追加議定書��条｡
(���) 第一追加議定書��, ��条｡
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(��	) ほかにも, 文民条約��条が, ｢被保護者は, すべての場合において, そ

の身体, 名誉, 家族として有する権利, 信仰及び宗教上の行事並びに風俗
及び習慣を尊重される権利を有する｡ それらの者は, 常に人道的に待遇し
なければならず, 特に, すべての暴行又は脅迫並びに侮辱及び公衆の好奇
心から保護しなければならない｣ ことを規定している｡ ������
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いう歴史がある一方で
(���)

, 捕虜条約��条が捕虜を公衆の好奇心から保護す

る義務を規定していることから, 心理戦において捕虜の情報を公にする

ことは今日では認められない
(���)

｡ 保護の対象となる捕虜の情報には, 写真

や動画, 尋問の録音, 個人的会話, 私信その他の個人情報が含まれる
(���)

｡

なお, この禁止は, 捕虜の生存を家族に伝えることが目的であるとされ

る場合においても適用される
(���)

｡

Ⅳ. 心理戦に従事する文民の保護

通常, 武力紛争における攻撃を含む軍事行動は, 軍隊によって遂行さ

れる｡ しかし, 心理戦についてはかならずしも軍隊によってのみ遂行さ

れるのではなく, かつてのナチスドイツの国民啓蒙・宣伝省をはじめと

する様々な国家機関などによっても行われてきた｡ さらに, インターネッ

トの普及などによって国家機関に属さない個人によっても心理戦は戦わ

れているという現状がある
(���)

｡
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����������������ほかにも, 例えば第二次世
界大戦において日本は, 敵国内の厭戦気分を醸成するためのプロパガンダ
放送に捕虜を出演させていた｡ 恒石 『前掲書』 (注３) �������頁｡

(���) ��������������������	�� ����
�������������!�� ��������
���	�� ��"#
������������

(���) 
���
���	�� �����
����������
(���) �!
��
����������
(���) ���$��%
���	�� ���	
����"�ほかにも, 文民として心理戦に従

事する者については, 非国家武装集団の構成員で心理戦に従事する者の場
合が挙げられるであろう｡ この種の者については, その者が ｢継続的な戦
闘任務｣ (& ����' '�& ����('�&�� �) に従事する場合, その間の保護
を失う｡ )�*�+�*%��
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	�"�
��	�
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(
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�		#)
����"
������なお, 心理戦, 特にプロパガンダへの従事
を継続的な戦闘任務への従事とみなすことは難しいことから, 基本的には
非国家武装集団の構成員であっても, 心理戦にのみ従事する者は攻撃から



区別原則の下, 軍隊の構成員が戦闘員として合法な攻撃の対象となる

一方で, 軍隊の構成員以外の者である文民は攻撃から保護される｡ しか

し, 文民であっても, 敵対行為に直接参加する者については, 攻撃から

の保護が剥奪される
(���)

｡ つまり, 心理戦に従事する文民は, そのことが敵

対行為への直接参加である場合, 攻撃からの保護を剥奪されることとな

る｡

敵対行為への直接参加の概念について, 第一追加議定書自体は明確な

定義をおいていない｡ 他方で, コメンタリーにおいては敵対行為への直

接参加は戦争努力への参加と区別されなければならないこと
(���)

, その性質

と目的が敵の軍隊の人員や装備に実際の損害を与えるような行為であり,

文民の保護はその行為に参加している間にのみ剥奪されることが述べら

れている
(���)

｡

��	�はまた, 敵対行為の直接参加についてコメンタリーよりも詳細

に述べる 『国際人道法上の敵対行為への直接参加の概念に関する解釈指

針』 を出版している｡ 著者であるメルツァー (
��
��
�) は, この本

において敵対行為への直接参加に該当するためには, ｢危害の敷居｣

(���
�����������) および ｢直接因果関係｣ (���
�����������),

｢交戦者とのつながり｣ (�
����
�
���
���) の３つの要件が満たされ

なければならないとした
(� !)

｡

心理戦の場合, その目標や手段・方法の多様性から, 危害の敷居を満

たす手段・方法が選択される可能性は否定できない｡ 交戦者とのつなが

りは言うまでもないであろう｡ 他方で, 特にプロパガンダをはじめとす
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る非暴力的な手段・方法が利用される場合, 行為と実際の危害までには

多くの段階を経る必要があることから, 一般的には直接因果関係を満た

さないと言える
(���)

｡ 例外としては, 例えば危害の敷居を超える行為を直接

的に勧誘する場合, 直接因果関係が生じる可能性は指摘されている
(���)

｡ こ

れらから, 敵対行為の直接参加に該当する心理戦と攻撃に該当する心理

戦の距離は非常に近いということができるだろう
(���)

｡

なお, 交戦者とのつながりについては, 少なくとも心理戦に従事する

者が一方の交戦国の国家機関の構成員であれば, この要件は当然に満た

されると言える｡ また, 個人による行為であっても, 交戦者とのつなが

りの要件が求めるように紛争当事者の一方を支持し, 他方を害する意図

がある場合には交戦者とのつながりの要件は満たされることとなる
(���)

｡

結論

心理戦は, 一般的には軍事行動に該当する｡ 区別原則の下で, 軍事行

動においても文民や民用物を対象とすることは原則として禁じられてい

るにもかかわらず, 文民に物理的な危害を加えることを意図しない軍事

行動としてであれば, 文民やその士気を対象とした心理戦を遂行するこ

とは認められる｡ そのため, 個々の心理戦の合法性はケースバイケース

で, 関連する武力紛争法規則をあてはめて確認されなければならない｡

その際, 適用される武力紛争法規則は, 第一追加議定書��条２項や文
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民条約��条などのように心理戦を念頭において作られた規則と, 傷病者

条約��条などのように必ずしも心理戦への適用を前提としない規則の二

種類に大別することができるだろう｡ 前者の規則については, 条文の文

言や起草過程から心理戦への適用は明らかであるが, 後者の規則は心理

戦の影響を受ける対象との関連で適用が問題となる｡ 適用される法規を

精査する必要がある点で, 心理戦のための法的考慮は, 通常の攻撃の場

合よりも慎重に行われなければならないと言えるだろう｡

これらの心理戦の規律に関する検討はまた, 有体物と異なり武力紛争

法上の一般的な保護を欠く無体物の
(���)

, 攻撃を含む軍事行動からの保護が,

有体物に対する物理的な損害からの保護に由来する間接的な保護と, 対

象の価値・機能に対して与えられるより直接的な保護から構成されてい

ることを明らかにした｡

以上, 今日有効な心理戦の規律内容を確認してきた｡ 心理戦そのもの

は長い歴史をもつ戦争の手段・方法であり, これまでも交戦者によって

広範に行われてきた｡ この心理戦の規律は, 攻撃の規律のように体系だっ

た包括的な枠組みを欠くとしても, 文民たる住民の間に恐怖を広めるこ

とを主たる目的とする攻撃や脅迫の禁止などといった心理戦を直接的に

対象とする規則を有するものであった｡ この点で, 心理戦は, 電子戦な

どの他の情報戦の手段・方法と比べ, より明確な保護枠組みのある戦闘

の手段・方法であると言えるだろう
(���)

｡

しかし, このことは, 必ずしも心理戦からの戦争犠牲者の保護につい

て, 今後の法の発展が不要であることまでを意味しない｡ かつて, 戦略

爆撃を可能にした技術の発展はテロ爆撃の禁止という結末を迎えた｡ 今

日では生成��に代表されるようなサイバー技術の発展が心理戦に用い
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られることで, 社会, ひいては人々の安全を脅かすことが危惧されてい

る
(���)

｡ このことを背景に, 改めて心理戦の規律のあり方は考えられるべき

であろう
(���)

｡

本研究は科研費 (����	
	��
����������������	�����) の助成

を受けたものである｡
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